
ファイル名:000_1_0361300102206.doc 更新日時:2010/06/22 14:35 印刷日時:10/06/22 16:58 

 

第１１６期 
 

有 価 証 券 報 告 書 
 

自 平成 21 年 ４ 月 １ 日 

至 平成 22 年 ３ 月 31 日 

 

大 日 本 印 刷 株 式 会 社 

 

  



 目  次  

 

      表紙 

 

      第一部 企業情報 
         第１ 企業の概況 
             １ 主要な経営指標等の推移……………………………………………………… 1 
             ２ 沿革……………………………………………………………………………… 2 
             ３ 事業の内容……………………………………………………………………… 4 
             ４ 関係会社の状況………………………………………………………………… 7 
             ５ 従業員の状況……………………………………………………………………13 
 

         第２ 事業の状況 
             １ 業績等の概要……………………………………………………………………14 
             ２ 生産、受注及び販売の状況……………………………………………………15 
             ３ 対処すべき課題…………………………………………………………………17 
             ４ 事業等のリスク…………………………………………………………………20 
             ５ 経営上の重要な契約等…………………………………………………………22 
             ６ 研究開発活動……………………………………………………………………24 
             ７ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析………………26 
 

         第３ 設備の状況 
             １ 設備投資等の概要………………………………………………………………27 
             ２ 主要な設備の状況………………………………………………………………28 
             ３ 設備の新設、除却等の計画……………………………………………………30 
 

         第４ 提出会社の状況 
             １ 株式等の状況……………………………………………………………………31 
             ２ 自己株式の取得等の状況………………………………………………………35 
             ３ 配当政策…………………………………………………………………………36 
             ４ 株価の推移………………………………………………………………………36 
             ５ 役員の状況………………………………………………………………………37 
             ６ コーポレート・ガバナンスの状況等…………………………………………42 
 

         第５ 経理の状況 ……………………………………………………………………50 
             １ 連結財務諸表等 

(1) 連結財務諸表 
①連結貸借対照表………………………………………………………………51 
②連結損益計算書………………………………………………………………53 
③連結株主資本等変動計算書…………………………………………………55 
④連結キャッシュ・フロー計算書……………………………………………57 
⑤連結附属明細表………………………………………………………………92 

(2) その他…………………………………………………………………………93 
             ２ 財務諸表等 

(1) 財務諸表 
 ①貸借対照表……………………………………………………………………94 
 ②損益計算書……………………………………………………………………97 
 ③株主資本等変動計算書…………………………………………………… 100 
 ④附属明細表………………………………………………………………… 115 
(2) 主な資産及び負債の内容………………………………………………… 119 
(3) その他……………………………………………………………………… 122 

 
          第６ 提出会社の株式事務の概要 …………………………………………… 123 
 

          第７ 提出会社の参考情報 …………………………………………………… 124 
       

第二部 提出会社の保証会社等の情報 …………………………………………… 125 
 
      監査報告書 



 
(注)  情報コミュニケーション・中部両事業部は法定の縦覧場所ではないが投資者の便宜のために任意に

備置するものである。 

  

【表紙】 

【提出書類】 有価証券報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年６月29日 

【事業年度】 第116期(自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日) 

【会社名】 大日本印刷株式会社 

【英訳名】 Dai Nippon Printing Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長    北  島  義  俊 

【本店の所在の場所】 東京都新宿区市谷加賀町一丁目１番１号 

【電話番号】 03(5225)8370 

【事務連絡者氏名】 経理本部  経理第１部長    瀬  川  静  真 

【最寄りの連絡場所】 東京都新宿区市谷加賀町一丁目１番１号 

【電話番号】 03(5225)8370 

【事務連絡者氏名】 経理本部  経理第１部長    瀬  川  静  真 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

   (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 株式会社大阪証券取引所 

   (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

 大日本印刷株式会社情報コミュニケーション事業部 

   (大阪市西区南堀江一丁目17番28号  なんばＳＳビル) 

 大日本印刷株式会社中部事業部 

   (名古屋市守山区瀬古三丁目201番地) 





























































































































































































































































 
  

平成21年６月26日

大日本印刷株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
 

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる大日本印刷株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につ

いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

  
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大

日本印刷株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  
＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、大日本印刷株式会社の平成21

年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告

書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明するこ

とにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可

能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制

の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討

することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい

る。 

  
当監査法人は、大日本印刷株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 
  

 

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

明治監査法人 

代表社員 

業務執行社員 
公認会計士    笹    山          淳    ㊞ 

代表社員 

業務執行社員 
公認会計士    細    屋    多 一 郎    ㊞ 

業務執行社員 公認会計士    寺    田    一    彦    ㊞ 

業務執行社員 公認会計士    志    磨    純    子    ㊞ 

(注) １．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添

付する形で別途保管している。 

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。 

 



 
  

平成22年６月29日

大日本印刷株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
 

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる大日本印刷株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につ

いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 
  
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大

日本印刷株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  

＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、大日本印刷株式会社の平成22

年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告

書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明するこ

とにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可

能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制

の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討

することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい

る。 

  

当監査法人は、大日本印刷株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 
  

 

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

明治監査法人

代表社員 

業務執行社員 
公認会計士    二 階 堂    博    文    ㊞ 

代表社員 

業務執行社員 
公認会計士    寺    田    一    彦    ㊞ 

代表社員 

業務執行社員 
公認会計士    塚    越    継    弘    ㊞ 

業務執行社員 公認会計士    志    磨    純    子    ㊞ 

(注) １．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してい

る。 

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。 

 



 

  

平成21年６月26日

大日本印刷株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる大日本印刷株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第115期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大日本

印刷株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 
  

 

独立監査人の監査報告書
 

明治監査法人 

代表社員 

業務執行社員 
公認会計士    笹    山          淳    ㊞ 

代表社員 

業務執行社員 
公認会計士    細    屋    多 一 郎    ㊞ 

業務執行社員 公認会計士    寺    田    一    彦    ㊞ 

業務執行社員 公認会計士    志    磨    純    子    ㊞ 

(注) １．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付す
る形で別途保管している。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。 

 



 

  

平成22年６月29日

大日本印刷株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる大日本印刷株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第116期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大日本

印刷株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 
  

 

独立監査人の監査報告書
 

明治監査法人 

代表社員 

業務執行社員 
公認会計士    二 階 堂    博    文    ㊞ 

代表社員 

業務執行社員 
公認会計士    寺    田    一    彦    ㊞ 

代表社員 

業務執行社員 
公認会計士    塚    越    継    弘    ㊞ 

業務執行社員 公認会計士    志    磨    純    子    ㊞ 

(注) １．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してい
る。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。 
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